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長

伊
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文

明

殿

衆
議
院
議
員
辻
元
清
美
君
提
出
「
砂
川
判
決
」
と
自
衛
隊
の
合
憲
性
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
辻
元
清
美
君
提
出
「
砂
川
判
決
」
と
自
衛
隊
の
合
憲
性
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
二
に
つ
い
て

い
わ
ゆ
る
砂
川
事
件
は
、
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
二
号
に
よ
る
改
正
前
の
日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
安
全

保
障
条
約
第
三
条
に
基
く
行
政
協
定
に
伴
う
刑
事
特
別
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
三
十
八
号
）
の
合
憲
性
が
争
わ
れ
た

事
案
で
あ
り
、
砂
川
事
件
最
高
裁
判
決
（
昭
和
三
十
四
年
十
二
月
十
六
日
）
の
結
論
は
、
日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の

間
の
安
全
保
障
条
約
（
昭
和
二
十
七
年
条
約
第
六
号
）
が
一
見
極
め
て
明
白
に
違
憲
無
効
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
以
上
、
同

法
も
違
憲
で
は
な
い
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

当
該
判
決
に
お
い
て
、
憲
法
第
九
条
に
「
い
わ
ゆ
る
戦
争
を
放
棄
し
、
い
わ
ゆ
る
戦
力
の
保
持
を
禁
止
し
て
い
る
の
で
あ

る
が
、
し
か
し
も
ち
ろ
ん
こ
れ
に
よ
り
わ
が
国
が
主
権
国
と
し
て
持
つ
固
有
の
自
衛
権
は
何
ら
否
定
さ
れ
た
も
の
で
は
な
く

、
（
中
略
）
わ
が
国
が
、
自
国
の
平
和
と
安
全
を
維
持
し
そ
の
存
立
を
全
う
す
る
た
め
に
必
要
な
自
衛
の
た
め
の
措
置
を
と

り
う
る
こ
と
は
、
国
家
固
有
の
権
能
の
行
使
と
し
て
当
然
の
こ
と
」
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
が
示
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は

、
従
来
か
ら
の
同
条
に
関
す
る
政
府
の
解
釈
の
基
盤
に
あ
る
基
本
的
な
考
え
方
と
軌
を
一
に
す
る
も
の
で
あ
る
と
考
え
て
い

る
。

一



御
指
摘
の
安
倍
晋
三
内
閣
総
理
大
臣
の
答
弁
は
、
こ
の
趣
旨
を
述
べ
た
も
の
で
あ
る
。

二


